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インドの「グローバルサウス」外交と日本の向き合い方 

伊藤 融 
 
インドでの「グローバルサウス」言説 

私たちの G20 の優先事項は、G20 加盟国とだけでなく、しばしばその声が無視されてきたグローバ

ルサウスの仲間との協議によって決める 1。 

インドがインドネシアから G20 議長国を正式に引き継いだ 2022 年 12 月 1 日、モディ首
相は内外主要紙にこのように寄稿し、自らが主催する G20 の議題には「グローバルサウス」
の声を反映させるという意思を表明した。 

途上国・新興国を総称する概念として、いまや広く使われるようになった「グローバル
サウス」という言葉だが、インドの学術レベルでは、遅くとも 10 年ほど前にはブームにな
っていた。イン ドの国際政治学者たち が 2012 年 に創設したインド国際関係学 会
(International Studies Association: ISA)は、2013 年大会のメインテーマを「グローバル秩
序再考―南からの視点(‘Re-Imagining Global Orders: Perspectives from South’)とした。前
年の設立大会に参加した筆者には e メールで大会のコンセプト・ノートが送付されてきた
が、そこには、「グローバルサウス」からの視点の重要性が繰り返し強調されている 2。そ
の後 ISA は 2017 年には「グローバルサウス・タスクフォース」なるものの設置を発表し、
内外の研究者に対する意識調査などを実施した。こうした潮流は、旧来型の左派的な研究
者に加えて、欧米中心の国際関係理論(IR)に批判的な若手研究者が中心になって生み出さ
れたように思われる。 
 しかし、インド外交の実務レベルで「グローバルサウス」という言葉が用いられるよう
になったのは、ごく最近の話であり、2022 年 12 月からの G20 議長国就任が契機となった。
モディ首相が寄稿した 12 月 1 日、ジャイシャンカル外相は G20 のキックオフイベントで
次のように述べた。 

私たちの意図はグローバルサウスの擁護者になることです。実際のところ、お招きするゲストの大半

はグローバルサウスからなのです 3。  

これ以降、インド外交の現場で「グローバルサウス」が頻用されるようになる。年明け
の 2023 年 1 月 12、13 日にインド政府は、「グローバルサウスの声サミット」と題するオ
ンライン会合を主催した。ここには、モディ首相が宣言したとおり、G20 以外の新興・途
上国に呼び掛け、参加国の総数は世界 125 カ国にのぼった。 

 
1  Narendra Modi, “India’s G20 Agenda Will Be Inclusive, Ambitious, Action-oriented, and 
Decisive,” The Hindu, December 1, 2022.  
2 Annual International Studies Convention 2013, Concept Note (Not published). 
3 https://www.youtube.com/watch?v=ngREFDAKwXY. 



2 
 

初日冒頭のセッションでモディ首相は、グローバルサウスにはその人口比に見合った発
言力を与えられるべきだとし、ウクライナ戦争を含め、「グローバルな課題のほとんどは
グローバルサウスが生み出したものではないのに、私たちのほうがその影響を強く被って
いる」と西側先進国への強い不満を表明した。そのうえで、インドは G20 議長国としてグ
ローバルサウスの声を増幅させ、開発の果実を得られるようにし、グローバルな政治・金
融ガバナンスの再設計を試みるという意欲を示した。そして、「皆さんの声はインドの声
であり、皆さんの優先事項がインドの優先事項になる」と呼びかけ、インドがグローバル
サウスの代弁者になることを宣言してみせたのである 4。 

ジャイシャンカル外相はインドが、いまグローバルサウスを率いる意義についてさらに
詳しく述べた。同外相はまず、グローバルサウスは、過去に植民地支配された重荷を背負
い、現在の世界秩序の不公正さを認識しているという共通項があると指摘した。そのうえ
で、名指しこそしないものの中国を念頭に、最近では持続不可能な債務、実現不可能なプ
ロジェクトなどにも苦しめられていること、先進国による貿易障壁、資金フローの縮小、
気候変動への圧力に直面しているとした。とくにウクライナ戦争に関しては、燃料、食糧、
肥料の不足にグローバルサウスが苦しめられているにもかかわらず、国際社会で十分に取
り上げられてこなかったとし、こうした問題をインドが積極的に論じていく意向を示した。
最後には、脱植民地化運動や冷戦期以来の連帯を想起させつつ、「グローバルサウスはつ
ねに中道の立場をとってきた」として、ロシアのウクライナ侵攻でのインドの中立の立場
を正当化した 5。 

もっともサミットとは称したものの、文字通りの首脳級会合は最初と最後だけで、残り
の 8 セッションは外相など閣僚級の会合にとどまり、インド以外のどの国も、これらの一
部に参加したにすぎない 6。また合意文書のようなものもいっさいなく、文字通り、イン

 
4 Ministry of External Affairs, “Prime Minister Shri Narendra Modi’s Opening Remarks at 
the Inaugural Leaders’ Session of Voice of Global South Summit 2023,” January 12, 2023 
(https://www.mea.gov.in/Speeches-
Statements.htm?dtl/36109/Prime_Minister_Shri_Narendra_Modis_Opening_Remarks_at_t
he_Inaugural_Leaders_Session_of_Voice_of_Global_South_Summit_2023). 
5 Ministry of External Affairs, “Opening Remarks by External Affairs Minister, Dr. S. 
Jaishankar at the Foreign Ministers’ Session on G20 of the Voice of Global South Summit,” 
January 13, 2023 (https://www.mea.gov.in/virtual-meetings-
detail.htm?36115/Opening+Remarks+by+External+Affairs+Minister+Dr+S+Jaishankar+a
t+the+Foreign+Ministers+Session+on+G20+of+the+Voice+of+Global+South+Summit). 
6 Ministry of External Affairs, “Summary of Deliberations: Voice of Global South Summit 
2023,” January 13, 2023 (https://www.mea.gov.in/virtual-meetings-
detail.htm?36119/Summary+of+Deliberations+Voice+of+Global+South+Summit+2023+J
anuary+1213+2023). 
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ドが「グローバルサウスの声」に耳を傾けたアピールという意味合いの強いものであった。
それでも間違いなく言えるのは、インドが G20 議長国を契機として「グローバルサウス」
言説を活用するようになったという点である。 

その基本路線は招待国として招かれた 2023 年 5 月の G7 広島サミットでも変わらなかっ
た。モディ首相は開発セッションでは、食糧・肥料問題の重要性を強調し、「グローバル
サウスの希望と期待に優先順位を与える」べきだとする一方 7、ウクライナのゼレンスキ
ー大統領と個別会談した後のウクライナ戦争が中心議題となった世界平和セッションにお
いても、戦争によって途上国が食糧・燃料・肥料危機に直面していると訴えた 8。 

他方で、ウクライナ戦争そのものをめぐっては、中国、ロシアと西側の溝が深まるなか、
2023 年 2 月からインド各地で開催された閣僚会合では、いずれにおいても共同声明を出す
ことができなかった。G20 史上初めて、サミットでも成果文書が出せないのではとも危ぶ
まれた。ところが蓋を開けてみると、サミット初日の 9 月 9 日、モディ首相は首脳宣言の
合意が成立したと発表する。ロシア、中国からの譲歩が見込めないなか、インドはロシア
非難どころか、ロシアへの言及すらない宣言案を他の新興国と共に提示し、西側に丸呑み
させたのである 9。ロシア非難の代わりに際立ったのは、インドが当初目論んでいた通り、
戦争の経済的影響に焦点を当てた文言である。欧米が受け入れたがらない「グローバルサ
ウス」という言葉こそなかったが、途上国の苦境と支援の必要性が宣言の随所に盛り込ま
れた 10。 
 
モディ政権の意図 

 
7 Ministry of External Affairs, “English Translation of Prime Minister’s Opening Statement 
at the Working Session 6 of the G7 Summit,” May 20, 2023 
(https://www.mea.gov.in/outoging-visit-
detail.htm?36566/English+translation+of+Prime+Ministers+opening+statement+at+the+
Working+session+6+of+the+G7+Summit). 
8 Ministry of External Affairs, “English Translation of Prime Minister’s Opening Statement 
at the Working Session 9 of the G7 Summit,” May 21, 2023 
(https://www.mea.gov.in/outoging-visit-
detail.htm?36580/English+translation+of+Prime+Ministers+opening+statement+at+the+
Working+session+9+oftheG7Summit). 
9 伊藤融「劇場化した G20 ニューデリーサミットとその舞台裏――インドの優位性を活用
したモディ外交と西側各国の受け止め」国際情報ネットワーク分析 IINA、2023 年 10 月 6
日 (https://www.spf.org/iina/articles/toru_ito_15.html)。 
10 “G20 New Delhi Leaders’ Declaration,” New Delhi, India, 9-10 September 2023 
(https://www.g20.org/content/dam/gtwenty/gtwenty_new/document/G20-New-Delhi-
Leaders-Declaration.pdf). 
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 なぜインドは、これほど「グローバルサウス」概念に依拠した外交を展開しはじめたの
だろうか。途上国ないし第三世界との連帯といえば、インドの初代首相ジャワハルラル・
ネルー以来の国民会議派政権による非同盟外交を彷彿とさせる。しかし、モディ政権は、
日米豪とのクアッドの枠組み強化に踏み切るなど、そうしたネルー主義と決別したとみな
されてきた。実際のところ、「非同盟」という言葉はモディ政権発足以降、まったく聞こ
えてこなくなった。モディ首相は、基本的に歴代首相が参加してきた非同盟諸国首脳会議
を 2016 年、19 年と 2 回続けて欠席するなど、非同盟運動にも冷淡である。 

くわえて、インドの国内総生産(GDP)は、2022 年には旧宗主国英国を抜き、世界第 5 位
となり、国際通貨基金(IMF)の予測では 2027 年には日本を上回って米中に次ぐ第三の経済
大国となると見込まれている。モディ首相は、2022 年の独立記念日演説で、独立 100 年と
なる 2047 年までの先進国入りを高らかに宣言した 11。今日のインドが「世界大国」を志向
していることは明らかである 12。それなのになぜ今更、途上国との連帯をアピールするの
であろうか。 
 非国民会議派で、独立以降に生まれた新世代から構成されるモディ政権下のインドが先
祖返りしたかのような「グローバルサウス」言説を持ち出しているにもかかわらず、イン
ド国内ではそれへの異論はほとんどみられない。むしろ現下の国際情勢とインドの置かれ
た状況に照らしたとき、大きく分ければ以下の 3 つの側面から、合理的な反応として受け
止められている。 
 第 1 は、西側で広がるインド批判への応答という側面である。ロシアによるウクライナ
侵攻について、国連、クアッド、二国間のいずれにおいてもロシア非難を避け、経済制裁
にも同調しないインドには、米国をはじめとする西側諸国からは公然と不満の声が上がっ
た。とくにディスカウント価格になったロシア産原油や肥料を「爆買い」するインドに、
多くの西側諸国は不信感を募らせていた 13。インドとしては、自らの立場と行為を正当化
する必要性に迫られた。ここに、「グローバルサウス」に自らを位置づけることの意味が
ある。途上国にとって問題なのは、ロシアによる侵略それ自体だけではなく、いやそれよ
りも、戦争長期化によるエネルギー・食糧危機なのであって、インドはロシアから原油や
肥料を調達することで国内のみならず、価格を安定化させ、他の途上国の貧しい人々を助
けているというロジックを立てることができるからである。 

第 2 に、中国の影響力拡大への対抗という側面である。インドが長年自らの影響圏とみ
 

11 Prime Minister’s Office, “The Prime Minister, Shri Narendra Modi Addressed the Nation 
from the Ramparts of the Red Fort on the 76th Independence Day,” August 15, 2022 
(https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1852024). 
12 Takenori Horimoto, “Explaining India’s Foreign Policy: From Dream to Realization of 
Major Power,” International Relations of the Asia-Pacific, 17, 2017, pp.463-496. 
13 伊藤融『インドの正体――「未来の大国」の虚と実』中央公論新社、2023 年、17-31
頁。 
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なしてきた南アジアやミャンマーのような「直接近隣」、さらにはインド洋沿岸などの
「拡大近隣」では、このところ中国の経済・政治・軍事的影響力が強まっている。ブータ
ンを除くほぼすべての近隣国が習近平の「一帯一路」に加わっているという現実がある 14。
これに対し、モディ政権は 2014 年の発足以来、「近隣第一政策」を掲げて積極的な首脳外
交を展開したり、新型コロナ禍では、いち早くワクチンを無償供与するなどの友好政策も
試みた。しかし、たとえばスリランカでコロンボ東ターミナルの日印開発プロジェクトが
キャンセルされ、中国企業に切り替えられるなど、影響力の回復は容易ではない。中国は
上海協力機構(SCO)や拡大された BRICS も活用してさらなる影響力拡大を図っている。こ
の点で、「グローバルサウス」という言説は、インドにとって巻き返しのための新たな外
交ツールにもなりうるという計算も働いたものと思われる。インドが議長国となった 2023
年の SCO サミットを、モディ政権が一方的にオンライン形式にプレイダウンしたのは示唆
的である。これに中国側は不快感を示したとされ、そのことが習近平国家主席の G20 サミ
ット欠席の一因とみる向きもある 15。 

第 3 は、議長国として G20 を「成功」に導くための戦略という側面である。先述したよ
うに、ロシア非難とウクライナ支援をめぐる西側と中ロの対立により、G20 は機能不全に
至るのではないかと危惧されていた。これに対し、モディ政権は 2024 年春の総選挙に向
け、G20 主催を偉大な成果として国民に宣伝してきた。2022 年末からインドはラダックや
カシミールから、タミルナードゥ州に至るまで町や村の至る所に G20 の大きな看板やポス
ターが溢れた。インドはかつて非同盟諸国首脳会議などを主催したことはあるが、先進国
から新興・途上国を含む国際会議は初めての経験であり、まるでモディ首相の力でこうし
た会議が開かれるのだと錯覚させるようなアピールもあった。だからこそモディ政権とし
ては、最後まで成果文書が出せないという失態は避けねばならない事情があった。この点
で、「グローバルサウス」の強調は有益と考えられた。「グローバルサウス」は価値中立的
な概念であり、西側も中ロも、これらの力を増すこれら新興・途上国を引き寄せたいと考
えている。「グローバルサウス」の抱える問題に焦点を当てるということであれば、西側
も中ロも反対しにくく、合意形成がしやすくなると目論むのは当然といえよう。 

こうしたことから、「グローバルサウス」の強調は、現在の状況下でインドの実利を得
るためのきわめて合理的な外交となった。しかし、それは便宜的な概念であることに留意
する必要がある。大国志向を隠さないモディ政権が国民に対して「グローバルサウス」を
アピールすることはない 16。実際のところ、インドが自らを「グローバルサウスの一員」

 
14 伊藤融『新興大国インドの行動原理――独自リアリズム外交のゆくえ』慶應義塾大学出
版会、2020 年、120－129 頁。 
15 Ananth Krishnan, “Xi Jinping Skipping G-20 Summit a Deliberate Signal to India, West,” 
The Hindu, September 6, 2023. 
16 港一樹「インド——『グローバルサウスの盟主』の虚像と実像」アジア経済研究所
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とみなしているわけではないだろう。モディ首相が、「グローバルサウスの声サミット」
で途上国首脳に対し、「私たちグローバルサウス」と呼びかけたのはたしかだが、本音レ
ベルでの認識は、シビ・ジョージ駐日大使の発言にみるように三人称の「彼らグローバル
サウス 17」にあると思われる。あくまでも、インドは「グローバルサウス」の一員ではな
く、その「盟主(リーダー)」ないし「擁護者」を自任するにすぎない。そうでなければ、
「第三の経済大国」とか、「先進国入り」といったスローガンと矛盾する。 

 
インドのグローバルサウス外交に共鳴する日本 

けれども注目すべきなのは、日本の岸田政権がインドの「グローバルサウス」外交に呼
応するかのように、「グローバルサウス」との連携を強調しはじめたという点である。
2023 年 1 月訪米した岸田首相は以下のように述べた。 

いわゆる「グローバルサウス」と呼ばれる国々との関係は、我々に重要な挑戦と機会を提供していま

す。今の移行期の後に現れる世界は、グローバリゼーションの時代に一般に信じられていたような、単

一の価値観に収斂するという世界ではないでしょう。世界は多様であり、現実問題として、様々な特色

を持った国のパワーが相対的に増してきています。彼らの多くは経済発展に自信を強めており、国際社

会でのより大きな発言権を望んできています。彼らに対し我々の価値観をそのまま受け入れさせること

はできないでしょう。他方で、彼ら自身も明確で統一されたビジョンを持っているわけでもありません。 

 我々は、我々の価値観により深くコミットするとともに、彼らに関与するに当たっては、先入観を排

して謙虚になり、彼らの歴史的・文化的背景をしっかりと理解する必要があります。その上で、国際社

会が弱肉強食ではなく、力ではなくルールに基づき動かされていくべきとの原則の共有を図っていくこ

とがますます重要になります 18。 

 さらに帰国した直後の通常国会での施政方針では、「世界が直面する諸課題に、国際社
会全体が協力して対応していくためにも、G７が結束し、いわゆるグローバルサウスに対
する関与を強化していきます 19」と述べ、ここでも「グローバルサウス」との連携を岸田
外交の主要課題に位置付けた。また、代表質問に対する答弁では、「私が最近施政方針演
説等でグローバルサウスという用語を使用する際には、これに中国は含めて考えておりま
せん 20」と明言し、インドのグローバルサウス観と同様の立場を示した。 

 
『IDE スクエア』2023 年 9 月(http://hdl.handle.net/2344/0002000014)。 
17 https://ihj.global/ambassador-in-town-lists/#india. 
18 外務省「岸田総理大臣のジョンズ・ホプキンス大学高等国際関係大学院（SAIS）におけ
る講演『歴史の転換点における日本の決断』」2023 年 1 月 13 日
(https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100446120.pdf)。 
19 首相官邸「第２１１回国会岸田内閣総理大臣施政方針演説」2023 年 1 月 23 日
(https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/statement/2023/0123shiseihoshin.html)。 
20 官報「第 211 回国会 参議院 本会議 第 4 号」2023 年 1 月 27 日
(https://kokkai.ndl.go.jp/minutes/api/v1/detailPDF/img/121115254X00420230127)。 
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注目すべきなのは、安倍政権以来の「自由で開かれたインド太平洋」も、こうした「グ
ローバルサウス」との連携の観点から再定義されつつある点である。2023 年 3 月、訪印し
た岸田首相は、「自由で開かれたインド太平洋」を築くための必要不可欠なパートナーと
してのインドを、「世界最大の民主主義国」と称賛しつつも、「この地球上には、多様な価
値観、多様な文化、多様な歴史があり、これを完全に理解するのは容易ではない」と述べ
た 21。すなわち、インド国内で進むマイノリティの抑圧やメディア規制など、国内におけ
るいわゆる「民主主義の後退」には口を差し挟まず、「法の支配に基づく自由で開かれた

インド太平洋」を、あくまでも国際
．．

秩序として捉えたのである。自由や人権、民主主義の
重要性をたびたび強調するバイデン政権とは対照的であるし、安倍政権期に叫ばれた「価
値観外交」とも異なる。 
 
インドをグローバルサウスとして捉えるリスク 
 欧米とは違い、国内の非民主的な実態を批判しない岸田外交を、インド側が歓迎するの
は言うまでもない。欧米がこの点でしばしばインド側の怒りを買ってきたことを鑑みると、
現在のモディ政権との摩擦を避け、サプライチェーン強靭化やインフラ建設、周辺国の債
務問題への対応など、対中国で利益の一致する部分での実務的協力を推進するには、きわ
めて賢明な策だと評価する向きもあろう。 
 しかし考えねばならないのは、インドという大きなパワーになることが確実視される国
が、もし自由民主主義の理念型からかけ離れていくとするならば、中長期的に、インド太
平洋地域と世界の秩序にどのような影響を及ぼすかという点である。換言すれば、権威主
義化やヒンドゥー・ナショナリズムがさらに進行した場合、インドはリベラルな国際秩序
にコミットするのであろうか、ということだ。 
 危うい兆候はすでに観察されはじめている。2023 年 9 月、カナダのトルドー首相は、6
月に自国内で発生したカナダ国籍のシク教徒殺害事件にインド政府の工作員が関与したと
いう「信頼できる主張」があると議会で発言した。この件に関しては、米英を含むファイ
ブ・アイズからも情報が提供・共有されてきたとされ、註カナダ米大使は、インドの関与
が事実であれば「ルールに基づく国際秩序に対する深刻な違反」になりうるとの懸念を表
明した 22。 

 
21 外務省「岸田総理大臣のインド世界問題評議会(ICWA)における総理政策スピーチ『イ
ンド太平洋の未来～「自由で開かれたインド太平洋」のための日本の新たなプラン～“必要
不可欠なパートナーであるインドと共に”』」2023 年 3 月 20 日
(https://www.mofa.go.jp/files/100477738.pdf)。 
22 Rachel Aiello, “'Shared Intelligence' from Five Eyes Informed Trudeau's India Allegation: 
U.S. Ambassador,” CTV News, September 23, 2023 
(https://www.ctvnews.ca/politics/shared-intelligence-from-five-eyes-informed-trudeau-s-
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 インド側は「馬鹿げた話」だとトルドー発言を一蹴し、カナダ人向け査証の発給停止を
停止するなど強く反発した。訪米したジャイシャンカル外相も、外交問題評議会(CFR)の
イベントで、「(他国での暗殺行為は)インド政府の政策ではない」と関与を否定した。しか
しその一方で、カナダが「分離主義勢力に関する組織犯罪」に寛容だとか、インド内政に
関与してきたとも述べ、カナダへの不満を隠さなかった 23。インド国内では、米国がビ
ン・ラディンを殺害できるのであれば、インドにもその権利があるといった声すら上がる
24。しかし、自由民主主義国家であるカナダでの殺害行為は、国際法のみならずインドの
国内法に照らしても正当化するのは困難であろう。 

さらに、懸念を呼んだのは、インド側が、カナダにおけるインド人外交団と同等の規模
に縮減するためとして、インド駐在のカナダ人外交官 41 名の退去を一方的に求めたことで
ある。インド政府は、退去期限を示し、従わなければ残りの外交官も含めて、外交特権を
剥奪すると迫った。結局、カナダ側はインドの圧力に屈して、退去に応じたが、米国もこ
うした振る舞いはウィーン条約に反すると懸念を示した 25。 

その後、10 月に起きたハマスによるイスラエルへのテロとイスラエルによるガザへの大
規模な攻撃をめぐっては、インド外務省報道官は、テロを非難しつつも、国際人道法に従
った行動を求める慎重な立場を表明した。ところが、モディ首相自身は、いち早く「イス
ラエルとともにある」と X(旧ツイッター)で発信する一方、ガザで一般市民に多くの犠牲
者が出てからも国際人道法にはいっさい触れなかった 26。ハマスをパキスタンやイスラー
ム社会になぞらえて徹底的にたたく風潮が醸成されることが、2024 年総選挙に向けて与党
に有効に作用すると目論んでいるようである 27。 

 
india-allegation-u-s-ambassador-1.6574265). 
23 Sriram Lakshman, “India Told Canada It Is Not Government Policy to Engage in Such 
Acts: Jaishankar on Nijjar Killing,” The Hindu, September 27,2023 
(https://www.thehindu.com/news/national/told-canada-it-is-not-government-policy-
jaishankar-on-nijjar-killing/article67350744.ece). 
24 Prakash Nanda, “License to Kill: How US-Led West Has Monopolized ‘Targeted Killings’ 
But Criticizes India For The Same,” The Eurasian Times, September 20, 2023 
(https://www.eurasiantimes.com/monopoly-over-targeted-killings-but-criticized-india-for-
the-same/). 
25 U.S. Department of State,” Departure of Canadian Diplomats from India,” October 20, 
2023 (https://www.state.gov/departure-of-canadian-diplomats-from-india/). 
26 モディ首相の X アカウント(https://twitter.com/narendramodi)。11 月 10 日時点。 
27 Kunal Purohit, “How Pro-BJP WhatsApp, Facebook Groups Are Using the Israel-Hamas 
War to Stoke Islamophobia,” The Wire, October 25, 2023 
(https://thewire.in/communalism/how-pro-bjp-whatsapp-facebook-groups-are-using-the-
israel-hamas-war-to-stoke-islamophobia). 
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こうした現象を踏まえると、インドの掲げる「グローバルサウス」言説を無批判的に受
容することは大きな危険をはらんでいると言わねばならない。 

（防衛大学校教授） 


